
4 総事業費 千円

　　・フィットネス教室
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コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 1055
スポーツ教室等の開催事業(地域スポーツ活動推進事
業)

会計 01 一般会計
活動指標 単位

実績値 目標値

款 10 教育費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

34 だれもが気軽に楽しめるスポーツを振興する
項 06 保健体育費

スポーツ教室（講習会）の開催回数 回
目標 ― 目標 20

24 25
目 01 保健体育総務費 実績 27 実績 20

施　策 3 スポーツ活動の促進
細目 103 生涯スポーツ推進事業 目標 ― 目標

細々目 01 地域スポーツ活動推進事業 実績 実績

基本計画該当頁 136 行革大綱の重点事項番号 目標 ― 目標

担当部課
コード 450800 評価者

氏　名
松浦　正光 連絡先

22 - 9680 実績 実績

名称 スポーツ振興室 (内線) 3835

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

スポーツに関心のある市民
場の提供を受けることでスポーツに親しむことが出来る。

参加者数
参加者数が、市民の関心度を測る指標とな
る。

人
目標 目標

2000 2100
実績 1675 実績 1900
目標 目標

実績 実績

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等

開始年度 平成 年度
関連事業

評価
終了

本
年
度
事
業
内
容

年度 平成 年度
スポーツ教室（講習会）の開催
　　・女性フットサル教室
　　・子ども水泳教室
　　・親子水泳教室
　　・ソフトバレーボール実技講習会
　　・キンボール講習会
　　・エアロビクス教室
　　・３B体操教室

状
況
変
化
等

これまでの種目の技術講習会等への参加からレクリェー
ション志向への各種教室（講習会）への関心が高まり、特
にニュースポーツ教室への参加者が増加してきた。

評価項目

必要性

ポイント

3
誰でもが気軽に参加してできるスポーツ活動を推進するための機会づくりとして重要施策である。

評価項目についてのコメント

有効性 4
参加者数は年々増加してきたことから、自らの健康は自らが守る精神を醸成し、体力増進維持に取り組みを高めることが
出来る

達成度 4
定員割れすることなく企画した教室すべてが開催されている。

効率性 3
スポーツ教室開催の問い合わせが多くなり、周知が容易になった。整

1

備内容

建設用地

運営体制

1

　委託先

運営主体

2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人 総合評価

A

事業の方向性

現状維持

改善についての取り組み

平成21年度を目途に類似したスポーツ教室の開催は統合して開催し、実施会場を地域輪番で行う。
また、各地域での総合型地域スポーツクラブの組織化を推進して、それぞれのスポーツクラブによるスポーツ教室を開催するよう誘導
する

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算
金  額

内容 平成１８
事 業 内 容

年度
数量
 決算内容

金  額
平成１９

事 業 内 容
年度
数量

 計画内容
金  額

平成２０
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２１
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２２
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
事業推進報償費 1 式 370 事業推進報償費 1 式 567 事業推進報償費 1 式 776 事業推進報償費 1 式 800 事業推進報償費 1 式 800 事業推進報償費 1 式 800
会場使用料 1 〃 159 会場使用料 1 〃 139 会場使用料 1 〃 300 会場使用料 1 〃 300 会場使用料 1 〃 300 会場使用料 1 〃 300

工事
その他 1 〃 234 その他 1 〃 411 その他 1 〃 4,324 その他 1 〃 4,330 その他 1 〃 4,330 その他 1 〃 4,330

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 763 事業費計(A) 　 Σ 1,117 事業費計(A) 　 Σ 5,400 事業費計(A) 　 Σ 5,430 事業費計(A) 　 Σ 5,430 事業費計(A) 　 Σ 5,430

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.6 人 4,320 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 5,083 6,157 10,440 10,470 10,470 10,470

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 763 1,117 5,400 5,430 5,430 5,430

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担 3,840 3,840 3,840 3,840
そ   の   他
一 般 財 源 763 1,117 1,560 1,590 1,590 1,590
計 763 1,117 5,400 5,430 5,430 5,430

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等
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